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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位︓円）

資産の部

Ⅰ 流動資産

現⾦及び預⾦ 1,419,565,955

医業未収⾦ 1,396,401,197

貸倒引当⾦ △ 1,100,855 1,395,300,342

未収⾦ 183,328,009

医薬品 53,153,075

診療材料 10,903,394

給⾷⽤材料 3,324,620

貯蔵品 5,798,592

前渡⾦ 1,048,967

前払費⽤ 29,850,673

未収収益 3,900,000

その他流動資産 27,342,554

流動資産合計 3,133,516,181

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

建物 18,356,357,629

減価償却累計額 △ 7,827,767,874

減損損失累計額 △ 20,185,130 10,508,404,625

構築物 379,473,002

減価償却累計額 △ 240,416,504 139,056,498

医療⽤器械備品 3,415,844,774

減価償却累計額 △ 2,643,067,872

減損損失累計額 △ 18,420,733 754,356,169

その他器械備品 5,542,056,292

減価償却累計額 △ 4,880,256,362

減損損失累計額 △ 127,263 661,672,667

⾞両 8,305,138

減価償却累計額 △ 8,305,135 3

⼟地 3,293,584,482

その他有形固定資産 7,011,203

減価償却累計額 △ 322,639 6,688,564

有形固定資産合計 15,363,763,008

２ 無形固定資産

ソフトウェア 123,898,119

電話加⼊権 88,000

特許権 104

その他の無形固定資産 1,897,844

無形固定資産合計 125,884,067

３ 投資その他の資産

⻑期性預⾦ 1,000,000,000

破産更⽣債権等 5,964,776

貸倒引当⾦ △ 5,964,776 0

⻑期前払費⽤ 781,289

⻑期貸付⾦ 6,000,000

  返還免除引当⾦ △ 5,131,034 868,966

退職給付引当⾦⾒返（注） 1,724,916,154

投資その他の資産合計 2,726,566,409

固定資産合計 18,216,213,484

資産合計 21,349,729,665

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う科目である。

科 ⽬ ⾦ 額

貸 借 対 照 表
（令和８年３⽉３１⽇）
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位︓円）

科 ⽬ ⾦ 額

負債の部

Ⅰ 流動負債
運営費交付⾦債務（注） 581,744,858

預り補助⾦等 8,935,037

預り寄附⾦（注） 207,537,423

⼀年以内返済⻑期借⼊⾦ 531,901,550

買掛⾦ 422,451,252

未払⾦ 1,177,504,062

⼀年以内⽀払リース債務 25,998,578

未払消費税等 5,750,000

契約負債 163,469,829

前受⾦ 5,495,550

預り⾦ 225,528,841

未払費⽤ 2,439,013

引当⾦

賞与引当⾦ 353,249,973 353,249,973

流動負債合計 3,712,005,966

Ⅱ 固定負債

資産⾒返負債（注）

資産⾒返運営費交付⾦ 405,270,035

資産⾒返補助⾦等 1,096,589,007

資産⾒返寄附⾦ 43,724,276 1,545,583,318

⻑期借⼊⾦ 8,443,035,550

⻑期未払⾦ 585,221,760

リース債務 109,066,586

引当⾦
退職給付引当⾦ 1,902,163,845

環境対策引当⾦ 106,568,000 2,008,731,845

固定負債合計 12,691,639,059

負債合計 16,403,645,025

純資産の部

Ⅰ 資本⾦

政府出資⾦ 10,333,706,713

資本⾦合計 10,333,706,713

Ⅱ 資本剰余⾦

資本剰余⾦ 4,708,439,024

その他⾏政コスト累計額（注）

減価償却相当累計額（△） △ 4,873,509,847

除売却差額相当累計額（△） △ 2,232,787,917 △ 7,106,297,764

資本剰余⾦合計 △ 2,397,858,740

Ⅲ 繰越⽋損⾦

当期未処理損失 △ 2,989,763,333

（うち当期総損失） （ △ 598,374,662 ）

繰越⽋損⾦合計 △ 2,989,763,333

純資産合計 4,946,084,640

負債純資産合計 21,349,729,665

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う科目である。
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位︓円）

Ⅰ 損益計算書上の費⽤

 業務費 13,450,240,030

 ⼀般管理費 751,835,915

 財務費⽤ 41,143,397

 その他経常費⽤ 39,172,529

 臨時損失 21,754,052

損益計算書上の費⽤合計 14,304,145,923

Ⅱ その他⾏政コスト

 減価償却相当額（注） 308,740,332

 除売却差額相当額（注） 14

その他⾏政コスト合計 308,740,346

Ⅲ ⾏政コスト 14,612,886,269

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う科目である。

⾏政コスト計算書
（令和７年４⽉１⽇〜令和８年３⽉３１⽇）

科 ⽬ ⾦ 額
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位︓円）

経常費⽤
業務費

給与費 6,057,742,565

材料費 3,159,314,439

委託費 721,385,896

経費 2,064,017,225

設備関係費 1,447,183,905

その他 596,000 13,450,240,030

⼀般管理費
給与費 648,793,412

材料費 1,767,700

経費 99,209,164

減価償却費 2,065,639 751,835,915

財務費⽤ 41,143,397

その他経常費⽤ 39,172,529

経常費⽤合計 14,282,391,871

経常収益
運営費交付⾦収益（注） 2,680,685,132

補助⾦等収益（注） 177,095,876

業務収益
医業収益 8,933,662,085

研修収益 130,682,350

研究収益 1,161,527,789

その他業務収益 7,000,000 10,232,872,224

寄附⾦収益（注） 12,743,465

資産⾒返負債戻⼊（注）
資産⾒返運営費交付⾦戻⼊ 125,809,708

資産⾒返補助⾦等戻⼊ 83,430,951

資産⾒返寄附⾦戻⼊ 15,965,935 225,206,594

施設費収益 0

退職給付引当⾦⾒返に係る収益（注） 319,515,455

財務収益 7,361,915

その他経常収益 49,171,890

経常収益合計 13,704,652,551

経常利益（△経常損失） △ 577,739,320

臨時損失
固定資産除却損 1,964,517

過年度損益修正損 19,789,535

21,754,052

臨時利益
その他臨時利益 1,118,710

1,118,710

当期純利益（△純損失） △ 598,374,662

当期総利益（△総損失） △ 598,374,662

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う科目である。

科          ⽬ ⾦            額

損 益 計 算 書
（令和７年４⽉１⽇〜令和８年３⽉３１⽇）
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位︓円）

減価償却相当
累計額(△)

除売却差額相当
累計額(△)

（うち当期総損
失）

当期⾸残⾼ 10,333,706,713 10,333,706,713 4,708,439,024 △ 4,837,892,976 △ 1,959,664,442 △ 2,089,118,394 △ 2,391,388,671 - △ 2,391,388,671 5,853,199,648
当期変動額
 Ⅰ資本⾦の当期変動額
 Ⅱ資本剰余⾦の当期変動額
   固定資産の除売却 0 273,123,461 △ 273,123,475 △ 14 0 △ 14
   減価償却 0 △ 308,740,332 △ 308,740,332 0 △ 308,740,332
 Ⅲ繰越⽋損⾦の当期変動額

（１）利益の処分⼜は損失の処理
（２）その他

   当期純利益 0 0 △ 598,374,662 △ 598,374,662 △ 598,374,662 △ 598,374,662
当期変動額合計 0 0 0 △ 35,616,871 △ 273,123,475 △ 308,740,346 △ 598,374,662 △ 598,374,662 △ 598,374,662 △ 907,115,008
当期末残⾼ 10,333,706,713 10,333,706,713 4,708,439,024 △ 4,873,509,847 △ 2,232,787,917 △ 2,397,858,740 △ 2,989,763,333 △ 598,374,662 △ 2,989,763,333 4,946,084,640

資本剰余⾦

その他⾏政コスト累計額

資本剰余⾦合計

純 資 産 変 動 計 算 書
（令和７年４⽉１⽇〜令和８年３⽉３１⽇）

当期未処理損失 繰越⽋損⾦合計

Ⅰ資本⾦ Ⅱ資本剰余⾦ Ⅲ繰越⽋損⾦（△）

純資産合計
政府出資⾦ 資本⾦合計
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位︓円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

⼈件費⽀出 △ 6,744,228,177

材料の購⼊による⽀出 △ 3,080,240,590

その他の業務⽀出 △ 3,355,732,461

運営費交付⾦収⼊ 3,116,432,000

補助⾦等収⼊ 503,160,276

補助⾦等の精算による返還⾦の⽀出 △ 220,000

寄附⾦収⼊ 28,882,319

医業収⼊ 8,894,540,763

研修収⼊ 133,002,083

研究収⼊ 1,133,919,927

その他の収⼊ 73,203,434

⼩計 702,719,574

利息の⽀払額 △ 39,918,155

利息の受取額 3,899,997

業務活動によるキャッシュ・フロー 666,701,416

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による⽀出 △ 612,102,909

無形固定資産の取得による⽀出 △ 17,821,650

その他の投資活動による⽀出 △ 4,200,000

その他の投資活動による収⼊ 600,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 633,524,559

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

⻑期借⼊⾦の返済による⽀出 △ 519,623,550

⻑期借⼊れによる収⼊ 122,716,000

リース債務償還による⽀出 △ 23,535,666

設備関係割賦債務の返済による⽀出 △ 98,910,720

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 519,353,936

Ⅳ 資⾦増加額⼜は減少額（△） △ 486,177,079

Ⅴ 資⾦期⾸残⾼ 1,905,743,034

Ⅵ 資⾦期末残⾼ 1,419,565,955

科 ⽬ ⾦ 額

キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４⽉１⽇〜令和８年３⽉３１⽇）
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位︓円）

Ⅰ 当期未処理損失 △ 2,989,763,333

当期総利益（△総損失） △ 598,374,662
前期繰越⽋損⾦ △ 2,391,388,340

Ⅱ 次期繰越⽋損⾦ △ 2,989,763,333

損失の処理に関する書類

科          ⽬ ⾦            額
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注 記 事 項 

 

Ⅰ．重要な会計方針  

    

１．運営費交付金収益の計上基準 

業務達成基準を採用しています。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しています。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

建物        ２ ～  ４７年 

構築物       ９ ～  ５０年 

医療用器械備品     ２ ～  １５年 

その他器械備品     ２ ～  １５年 

車両        ６年 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、減価償却  

相当累計額として資本剰余金から控除して表示しています。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しています。 

（３）リース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。 

 

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 

役職員の退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額に基づき退職給付引当金を計上していま 

す。 

また、退職手当一時金のうち、運営費交付金により財源措置がなされる退職一時金については退職 

給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。 

 

４．貸倒引当金の計上基準 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

 

５．賞与引当金の計上基準 

役員に対して支給する業績年俸及び職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担す

べき支給見込額を計上しています。 

 

６．環境対策引当金の計上基準    

  サイクロトロン等の処分に係る支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計上して 

います。 

 

７．返還免除引当金の計上基準 

  将来の看護学生奨学金の返還免除による損失に備えるため、返還免除の実績率により回収不能見込

額を計上しています。 

 

８．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）医薬品 

最終仕入原価法に基づく低価法 

 

（２）診療材料 
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最終仕入原価法に基づく低価法 

（３）給食用材料

最終仕入原価法に基づく低価法

（４）貯蔵品

金券類は個別法、その他は最終仕入原価法に基づく低価法

９．収益及び費用の計上基準 

（１）病院の診療に係る収益

病院の診療に係る収益は、主に健康保険等の保険者又は患者から支出された医療費（診療費）で

あり、当法人は患者に対して診療行為等のサービス等を引き渡す義務を負っております。当該履行

義務は、診療行為等のサービス等を実施した一時点において充足されると判断し、収益を認識して

おります。 

（２）受託研究に係る収益

受託研究に係る収益は、主に国立研究開発法人から支出された委託費であり、委託契約等に基づ

いて報告書等を引き渡す義務を負っております。 

当該履行義務について、当法人が顧客との契約における義務を履行するにつれて、顧客が便益を

享受することで充足されると判断した場合は、履行義務の充足に係る進捗度を見積もり、当該進捗

度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。 

履行義務が一定の期間にわたり充足されるものではない場合には、当該履行義務は、報告書等を

引き渡す一時点において、顧客が当該報告書等に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡

時点で収益を認識しております。 

１０．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。 

Ⅱ．貸借対照表 

１.契約資産の残高等

期首残高 期末残高 

顧客との契約から生じた債権 1,323,497,277 円 1,393,337,250 円 

医業未収金 1,323,497,277 円 1,393,337,250 円 

契約資産 4,534,281 円 3,063,947 円 

契約資産は、当期末時点で診療が完了しているものの、審査支払機関への請求を保留している当法人の

権利に関するものです。契約資産は審査支払機関に対する請求が可能となり、対価に対する当法人の権利

が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。なお、契約資産は、貸借対照

表上、流動資産の「医業未収金」に含めて表示しております。 

２．高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律（平成２０年法律第９３号） 

附則第８条第７項に基づく当該事業年度末における保証債務の総額 

７，８７７，１００円 

３．金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については短期的な預金及び特約付定期預金に限定しており、資金調達につい 

ては財政融資資金からの借入によっています。 

また、当法人の診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク低減を 

図っています。 

なお、借入金の使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に沿って、 

資金調達を行っています。 

４．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 
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なお、現金は注記を省略しており、預金、医業未収金、未収金、未払金、買掛金は短期間で決済 

されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。また、貸借対照表計上 

額の重要性が乏しい科目についても記載を省略しております。 

 （単位：円）     

 

区   分 

 

貸借対照表計上額 

 

時   価 

 

差   額 

（1）長期性預金 １,０００,０００,０００  ９９２,７８８,３８２  △７,２１１,６１８ 

（2）長期借入金 (８,９７４,９３７,１００) (７,４８８,１６３,４３９) (△１,４８６,７７３,６６１)  

（3）長期未払金 (５８５,２２１,７６０) (５５２,５８１,０７４) (△３２,６４０,６８６) 

（注１）負債に計上されているものは（ ）で示しています。 

（注２）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三 

つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定 

した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて 

算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット 

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して 

おります。 

長期性預金  

長期性預金は、デリバティブ内包型預金（マルチコーラブル預金）であり、その時価は取引金融 

機関から提示された価格によっており、レベル２の時価に分類しております。 

 

長期借入金  

長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を 

基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

長期未払金  

長期未払金の時価は、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値 

法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

５．その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額 

                            １,６３４，４８６，６３０円 

  

Ⅲ．損益計算書 

１．国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳 

① 研究収益                       ５１,５８８,１５９ 円 

     ② 研修収益                      １０７,９７２,７００ 円 

           合 計                      １５９,５６０,８５９ 円 

 

Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書 

１．資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定              １,４１９,５６５,９５５円 

現金及び預金勘定のうち定期預金                 ０円 

 資金期末残高                               １,４１９,５６５,９５５円 

   

２．重要な非資金取引 

  無償譲与による資産の取得            １８，２６５，１１０円 
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Ⅴ．行政コスト計算書 

 １．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト                   １４,６１２,８８６,２６９円   

自己収入等                  △１０,２１３,６２２,８５２円 

機会費用                      ２１５,１６３,５７５円 

独立行政法人の業務運営に関して   

国民の負担に帰せられるコスト          ４,６１４,４２６,９９２円 

 

２．機会費用の計上方法 

（１）政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

１０年利付国債の令和８年３月末利回りを参考に２．３４５％で計算しています。 

（２）国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 

    当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人で 

の勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算しており 

ます。 

 

Ⅵ．退職給付引当金 

 １．採用している退職給付制度の概要 

   当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職手当一時金制度及び国家公務員共済組 

合法の退職等年金給付制度を採用しています。 

非積立型の退職手当一時金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法 

により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しています。 

 

 ２．確定給付制度 

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付引当金         １,７２１,９１２,６４２円 

退職給付費用                  ３５９,６７６,０６９円 

退職給付の支払額               △１７９,４２４,８６６円 

期末における退職給付引当金         １,９０２,１６３,８４５円 

  （２）退職給付に関連する損益 

      簡便法で計算した退職給付費用        ３５９,６７６,０６９円 

  （３）退職等年金給付制度 

      当法人の退職等年金給付制度への要拠出額    ３１,４５２,７９３円 

 

Ⅶ．収益認識 

当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第８６における収益に重要性が乏しいため、注記を 

省略しております。 

（１）収益の分解情報 

当法人の一定の事業等のまとまりごとの区分は、診療事業、臨床研究事業であり、各事業の主なサー 

ビス等の種類は診療行為等のサービス、委託契約等に基づくサービスであります。上記に係る一定の事 

業等のまとまりごとの区分における収益は、8,933,638,085 円及び 980,941,738 円であります。 

（２）収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

（３）当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

当該事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は、163,469,829 円であり、当法 

人は、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて１年から４年までの間で収益を認識するこ 

とを見込んでいます。 

 

Ⅷ．重要な債務負担行為  

１．該当事項はありません。 
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２．職員アパート４棟借り上げのため、最低月額賃料の概ね８９～９０％相当額を業者に補償して 

 います。 

               当事業年度末の極度額     ８０４，４９６，６８０円 

                当事業年度負担額            ２３５，３０８円 

                       

Ⅸ．偶発事象 

該当事項はありません。 
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財 務 諸 表 

（附 属 明 細 書）



 



（単位︓円）
期⾸ 当期 当期 期末 差引当期
残⾼ 増加額 減少額 残⾼ 当期償却額 当期減損額 末残⾼

建物 11,872,152,814 14,058,685 0 11,886,211,499 4,414,046,280 571,613,532 20,185,130 7,451,980,089
構築物 316,034,824 0 0 316,034,824 194,178,612 19,032,850 0 121,856,212
医療⽤器械備品 2,989,351,516 449,612,900 23,119,642 3,415,844,774 2,643,067,872 197,992,350 18,420,733 754,356,169
その他器械備品 4,021,835,024 187,239,276 86,558,059 4,122,516,241 3,466,706,001 263,477,150 127,263 655,682,977
⾞両 8,305,138 0 0 8,305,138 8,305,135 165,443 0 3
その他有形固定資産 543,400 0 0 543,400 322,639 67,924 0 0 220,761

計 19,208,222,716 650,910,861 109,677,701 19,749,455,876 10,726,626,539 1,052,349,249 38,733,126 0 8,984,096,211
建物 6,470,146,130 0 0 6,470,146,130 3,413,721,594 298,694,880 0 0 3,056,424,536
構築物 63,438,178 0 0 63,438,178 46,237,892 1,886,929 0 0 17,200,286
その他器械備品 1,692,663,526 0 273,123,475 1,419,540,051 1,413,550,361 8,158,523 0 5,989,690

計 8,226,247,834 0 273,123,475 7,953,124,359 4,873,509,847 308,740,332 0 0 3,079,614,512
⼟地 3,293,584,482 0 0 3,293,584,482 － － 0 0 3,293,584,482
建設仮勘定 0 0 0 0 － － 0 0 0
その他有形固定資産 6,467,803 0 0 6,467,803 － － 0 0 6,467,803

計 3,300,052,285 0 0 3,300,052,285 － － 0 0 3,300,052,285
建物 18,342,298,944 14,058,685 0 18,356,357,629 7,827,767,874 870,308,412 20,185,130 0 10,508,404,625
構築物 379,473,002 0 0 379,473,002 240,416,504 20,919,779 0 0 139,056,498
医療⽤器械備品 2,989,351,516 449,612,900 23,119,642 3,415,844,774 2,643,067,872 197,992,350 18,420,733 0 754,356,169
その他器械備品 5,714,498,550 187,239,276 359,681,534 5,542,056,292 4,880,256,362 271,635,673 127,263 0 661,672,667
⾞両 8,305,138 0 0 8,305,138 8,305,135 165,443 0 0 3
⼟地 3,293,584,482 0 0 3,293,584,482 － － 0 0 3,293,584,482
建設仮勘定 0 0 0 0 － － 0 0 0
その他有形固定資産 7,011,203 0 0 7,011,203 322,639 67,924 0 0 6,688,564

計 30,734,522,835 650,910,861 382,801,176 31,002,632,520 15,600,136,386 1,361,089,581 38,733,126 0 15,363,763,008
ソフトウェア 590,354,379 12,508,792 534,600 602,328,571 478,430,452 111,857,081 0 0 123,898,119
電話加⼊権 88,000 0 0 88,000 － － 0 0 88,000
特許権 103 5 4 104 － － 104
その他無形固定資産 4,466,372 0 0 4,466,372 2,568,528 299,246 0 0 1,897,844

計 594,908,854 12,508,797 534,604 606,883,047 480,998,980 112,156,327 0 0 125,884,067
破産更⽣債権等 5,190,567 1,374,730 600,521 5,964,776 － － － － 5,964,776
貸倒引当⾦ △ 5,190,567 △ 1,374,730 △ 600,521 △ 5,964,776 － － － － △ 5,964,776

⻑期前払費⽤ 9,139,350 745,129 9,103,190 781,289 － － － － 781,289
⻑期貸付⾦ 5,400,000 4,200,000 3,600,000 6,000,000 － － － － 6,000,000
返還免除引当⾦ △ 4,623,022 △ 3,508,012 △ 3,000,000 △ 5,131,034 － － － － △ 5,131,034

退職給付引当⾦⾒返 1,564,148,293 319,515,455 158,747,594 1,724,916,154 － － － － 1,724,916,154
計 1,574,064,621 320,952,572 168,450,784 1,726,566,409 － － － － 1,726,566,409

（注）当期増加額の主なものは次のとおりである。 医療⽤器械 ⼿術⽤機器等 449,612,900 円
その他器械備品 研究機器等 187,239,276 円
建物 ⻑寿チャレンジハウス等 14,058,685 円
退職給付引当⾦⾒返 319,515,455 円

   当期減少額の主なものは次のとおりである。 医療⽤器械備品 検査機器等 23,119,642 円
その他器械備品 研究機器等 359,681,534 円
退職給付引当⾦⾒返 158,747,594 円

投資その他の資産

１ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費⽤等の会計処理」によ
る減価償却相当額も含む。）の明細並びに減損損失累計額の明細

減損損失累計額
摘要

有形固定資産
（減価償却費）

資産の種類

有形固定資産
（減価償却相当額）

⾮償却資産

有形固定資産合計

減価償却累計額

無形固定資産
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２ 棚卸資産の明細
（単位︓円）

53,153,075 注
10,903,394 注
3,324,620

5,798,592

73,179,681
（注） 当期減少額のその他は、低価法による評価損によるものです。

３ 有価証券の明細
  該当事項はありません。

４ ⻑期貸付⾦の明細
（単位︓円）

6,000,000 注

（注） 当期減少額のうち｢償却額｣は国⽴研究開発法⼈国⽴⻑寿医療研究センター奨学⾦貸与規程第11条による返還免除額です。

５ ⻑期借⼊⾦の明細
（単位︓円）

平均利率（％） 返済期限 摘  要

0.28%
令和7年9⽉22⽇〜
令和34年3⽉20⽇

６ 債券の明細
  該当事項はありません。

７ 引当⾦の明細
（単位︓円）

353,249,973

環境対策引当⾦ 106,568,000

5,131,034

571,517,009

当期減少額
回収額 償却額

摘  要

当期減少額

0

8,974,937,100

600,000

期末残⾼ 摘  要

0

0

0

当期減少額 期末残⾼

519,623,550

3,000,000

期末残⾼

当期購⼊・
製造・振替

払出・振替 その他

1,853,559,352

1,164,767,341

117,301,453

368,104,296

3,503,732,442

1,875,715,593

1,161,167,729

117,377,235

369,586,650

3,523,847,207

609,588

66,199

0

675,787

0

106,568,000

470,709,166

359,518,144

⽬的使⽤ その他
353,249,973

0

463,325,987

3,508,012 3,000,000

359,518,144

0

362,518,144

当期増加額

賞与引当⾦

計

返還免除引当⾦ 4,623,022

区   分

期⾸残⾼ 当期増加額

9,371,844,650 122,716,000

5,400,000 4,200,000

期⾸残⾼ 当期増加額

奨学⾦貸与

区   分

期末残⾼ 摘  要

区   分

財政融資資⾦

種   類

計

医薬品

診療材料

給⾷⽤材料

貯蔵品

期⾸残⾼
当期増加額

93,970,233

当期減少額

75,918,904

7,369,981

3,400,402

7,280,946

期⾸残⾼
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８ 貸付⾦等に対する貸倒引当⾦の明細
（単位︓円）

当期増減額 期末残⾼
329,524 1,100,855

329,524 1,100,855 注1

774,209 5,964,776

774,209 5,964,776 注2

1,103,733 7,065,631
（注） １．⼀般債権については、貸倒実績率により、回収不能⾒込額を計上しています。

２．破産更⽣債権等（発⽣から１年以上経過した医業未収⾦及び未収⾦）については、個別に回収可能性を検討し、回収不能⾒込額を計上しています。

９ 退職給付引当⾦の明細
（単位︓円）

期末残⾼ 摘  要
1,902,163,845

退職⼀時⾦に係る債務 1,902,163,845
退職給付引当⾦ 1,902,163,845

１０ 資産除去債務の明細
   該当事項はありません。

１１ 法令に基づく引当⾦等の明細
   該当事項はありません。

１２ 保証債務の明細
（１） 保証債務の明細

（単位︓円）
保証料収益

件数 ⾦額 件数 ⾦額 件数 ⾦額 件数 ⾦額 ⾦額

(2,471,550)

1 10,348,650 0 0 1 2,471,550 1 7,877,100 0

（注） １．⾼度専⾨医療に関する研究等を⾏う国⽴研究開発法⼈に関する法律附則第8条第7項に基づき、各国⽴⾼度専⾨医療
センターは、厚⽣労働⼤⾂が定めるところにより、当該国⽴⾼度専⾨医療センター以外の国⽴⾼度専⾨医療センターが
承継した旧特別会計の財政融資資⾦からの借⼊⾦債務を保証しています。

２．（ ）は、１年以内保証債務減少予定額を記載しています。

旧特別会計の財政融資
資⾦からの負債に係る
保証債務

179,424,866
179,424,866
179,424,866359,676,069

区   分

退職給付債務合計額

期⾸残⾼

1,721,912,642

当期増加 当期減少 期末残⾼

1,721,912,642

区   分 期⾸残⾼
1,721,912,642

破産更⽣債権等

当期増加額

5,190,567破産更⽣債権等

計 1,333,222,125

5,190,567

359,676,069
359,676,069

771,331

771,331

貸倒引当⾦の残⾼

1,396,401,197

1,396,401,197

摘  要
期⾸残⾼

貸付⾦等の残⾼
期末残⾼期⾸残⾼ 当期増減額

5,190,567

5,190,567

5,961,898

当期減少額

774,209

774,209

69,143,848

5,964,776

1,402,365,973

5,964,776

1,328,031,558⼀般債権

医業未収⾦

68,369,639

68,369,6391,328,031,558

区   分
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（2） 保証債務と保証債務損失引当⾦との関係の明細
   該当事項はありません。

１３ 資本剰余⾦の明細
（単位︓円）

（注） １．発⽣源泉の区分に分けて記載しています。
２．当期増加額⼜は当期減少額がある場合には、その発⽣の原因を「摘要」欄に記載しています。

１４ 運営費交付⾦債務及び当期振替額等の明細
（１） 運営費交付⾦債務の増減の明細

（単位︓円）

2,788,351,062 158,747,594 581,744,858

その他 658,202,415 0 0 658,202,415

摘要

0

4,050,236,609

0

0

0

0

0

0

4,708,439,024

0

0

0

0

0

0

0

4,708,439,024

0

0

0

0

0

0

0

0

区   分 期⾸残⾼ 当期増加額 当期減少額 期末残⾼

計

施設費

運営費交付⾦

補助⾦等

寄附⾦等

⽬的積⽴⾦

減資差益

国庫納付差額

4,050,236,609

0

0

0

0

0

0

交付⾦
当期交付額

2,680,685,1323,116,432,000

当期振替額 引当⾦⾒返
との相殺額資本剰余⾦

107,665,930

期末残⾼⼩  計

412,411,514

運営費交付⾦収益 資産⾒返期⾸残⾼

0

運営費交付⾦
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（２） 運営費交付⾦債務の当期振替額及び主な使途の明細
 ① 運営費交付⾦収益への振替額及び主な使途の明細

（単位︓円）

2,680,685,132 2,680,685,132

診療業務

教育研修業務

費⽤

運営費交付⾦の主な使途

主な使途

⼈件費︓605,489,555、委託費︓254,361,704、その他経費︓308,646,613

⼈件費︓802,095,919、委託費︓163,599,485、その他経費︓462,370,540

その他経費︓3,952,8163,952,816

78,348,500

1,820,000

0

0

0

 業務達成基準による振替額

研究業務

臨床研究業務

3,952,816

78,348,500

1,820,000

0

0

0

1,168,497,872

1,428,065,944

情報発信業務

0

合 計

⼈件費︓78,348,500

⼈件費︓1,820,000

0

法⼈共通

運営費交付⾦収益区   分

 期間進⾏基準による振替額

 費⽤進⾏基準による振替額

 会計基準第81第4項による振替額

1,168,497,872

1,428,065,944
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 ② 資産⾒返運営費交付⾦及び資本剰余⾦への振替額並びに主な使途の明細
（単位︓円）

振替額

0

（３） 引当⾦⾒返との相殺額の明細

セグメント
資産⾒返運営費交付⾦への振替 資本剰余⾦への振替

主な使途主な使途

0

セグメント

振替額

研究業務

教育研修業務

退職⼿当︓73,770,835

45,929,385

0

73,770,835

主な相殺額の内訳

研究業務

13,754,573

93,333,857

577,500

引当⾦⾒返との相殺額
相殺額

107,665,930

退職⼿当︓45,929,385

その他器械備品︓10,208,173 ソフトウェア︓3,546,400

その他器械備品︓577,500

その他器械備品︓91,175,955 ソフトウェア︓2,157,902

0

臨床研究業務

合 計

臨床研究業務

診療業務

0

法⼈共通

教育研修業務

合 計

0

0

39,047,374

158,747,594

情報発信業務

退職⼿当︓39,047,374
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